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この 要綱 は 、 岩 手 県 が 発 泊 に 
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1 項 及 び 第 2 項 各 号 の いずれ か の 規 
被 保 佐 人 叉 は 未成 年 者 で あっ て 、 契 約 締 結 の た め に 必要 な 同意 を 得 て い る も の を 
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] 企 業 体 の 構成 員数 は 、 地 域 の 実情 


日 付け 建 振 第 281 号 ) に 基づく 指名 停 1 
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委託 に 係る 特 
を 定め る も の と する 。 
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同 企業 体 (以下 「 特 











業務 と する 。 








体 と な っ て 業務 を 共同 遂行 





履行 が 確保 で きる 数 と する 。 




















事 に 係る 指名 停止 等 措置 基 





自治 法 施行 令 (昭和 22 年 政令 第 16 号 。 以 下 「 政 令 」 と いう 。) 第 167 条 の 4 第 
に 該当 し な い 者 で ある こと 。( な お 、 被 補助 人 、 
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: 準 (平成 7 年 2 月 
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業務 に 係る 指名 停止 又は 文 














E を 受け て いな いこ と 。 





書 和 告 





た た 、 公 示 時 に お い 
に 伴う 非 指名 を 受け て いな 











ウ 提出 され た 書類 の 記 














基 事 項 に 虚偽 が な いこ と 。 





エ 会 社 更 生 法 (平成 14 f 
































E 法 律 第 154 号 ) に 基づく 更生 手続 開始 の 申立 て が な され て い 






































る 者 又は 民事 再生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) に 基づく 再生 手続 開始 の 申立 て が な さ 
れ て いる 者 で な いこ と 。 





オ 事業 者 の 代表 者 、 役 員 (執行 役員 を 含む 。) 又は 支店 若しくは 営業 所 を 代表 する 者 等 
その 経営 に 関与 する 者 が 、 又 力 団 員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法 
年 法律 第 77 号 ) 第 2 条 第 6 与 に 規定 する 力 団員 又は 雷 力 団 ( 同 条 第 2 号 に 規定 する 
革 力 団 を いう 。 以下 同じ 。) 若しくは 雷 力 団員 と 密接 な 関係 を 有 し て いる 者 で な いこ と 
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カ 令 和 3・4 年 度 県 営 建 
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掃 (道路 ・ 公 














\ る 者 又は 令 和 2 年 度 ・ 3 年 度 庁舎 等 管理 業務 競争 入札 参加 者 名 筐 に ? 
園 等 ) の 資格 者 と し て 登載 され て いる 者 で ある こと 。 
(2) 業務 執行 体制 に 関す る 要 人 
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次 に 揚げ る いずれ か の 条件 を 満た すこ と 。 
( ア ) 当該 業務 委託 筒 所 の 存する 市 町 村 (公募 を 実施 する 広域 振興 局 土 木 部 等 の 管内 に 
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限る ) に 主たる 営業 所 (建設 業法 (昭和 24 年 法律 第 100 号 ) 第 7 条 に お ける 経営 業務 の 











筑 理 責任 者 を 置く 営業 所 を いう 。) を 有する こと 。 














( イ ) 当該 業務 委託 筒 所 内 に お いて 、 過 去 5 か 年 以内 (公示 日 か ら 起算 し て 5 か 年 以内 


と する 。 以 下 同じ 。) に 元 請 (共同 企業 体 の 構成 員 と し て 受 沼 


じ 。) と し て 替 


(3) 業務 実績 に 関す る 要件 





手 県 が 発注 























E し た 場合 を 含む 。 以 下 同 
し た 道路 除 排 雪 業務 の 実績 を 有する こと 。 
































過去 5 か 年 以内 に 元 請 と し て 次 に 揚げ る いずれ か の 業務 又は 工事 の 実績 を 有する 者 
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E し た 岩手 県 が 管理 する 道路 の 次 に 掲げ る いずれ か の 維持 修繕 業務 
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( ア ) 道路 維持 修繕 業務 
( イ ) 踏面 損傷 復旧 業務 
(ツウ ) 道路 除 排 雪 業務 
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E し た 岩手 県 内 の 国土 交通 省 が 管理 する 道路 の 維持 修繕 業務 又は 維 
持 修繕 工事 ( ア に 掲げる 業務 に 類似 する 業務 又は 工事 ) 
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岩手 県 内 の 市 町 村 が 発注 し た 当該 市 町 村 が 管理 する 道路 の 除 排 雪 業務 又は 除 排 害 工 





(4) その 他 広 域 振興 局 等 の 土木 部 等 の 長 が 必要 と 認め る 要件 


(出資 比率 ) 
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第 6 特定 共同 企業 体 の 各 構 成員 の 出資 比率 は 、 均 等 割 の 10 分 の 6 以上 と する 。 





(代表 者 要件 ) 
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ある 者 と する 。 
(結成 方 法 ) 





























第 8 特定 共同 企業 体 の 結成 方 法 
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特定 共同 企業 体 の 代表 者 (以下 「 代 表 者 」 と いう 。) は 、 構 成員 の うち 出資 比率 が 最大 で 






































H 主 結 成 と する 。 
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(提出 書類 ) 


ーーa 














特 
業 体協 定 書 を 提出 する も の と する 。 








共同 企業 体 が 入札 に 参加 し よう と する 場合 は 、 別 に 定め る 道路 除 排 雪 業務 特定 共 








呈 




















ー の 業者 が 構成 員 と な る こと が で きる 共同 企 ヨコ 


体 の 数 は 、 一 契約 に つき 一 と する 。 





(共同 企業 体 編成 表 ) 
落札 し た 特定 共同 企業 体 は 、 委 託 在 約 締 結 後 、 








を 提出 し な けれ ば な ら な い 。 

















附 則 (平成 21 年 8 月 3 日 道 環 第 114 号 ) 





























速やか に 別に 定め る 特定 共同 企業 体 編成 


























この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 21 年 8 月 3 日 以降 に 行 う 道路 除 排 委 業務 か ら 








適用 する も の と する 。 




















附 則 (平成 22 年 8 月 9 日 道 環 第 109 号 ) 









































この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 22 年 8 月 9 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 














適用 する も の と する 。 




















附 則 (平成 23 年 8 月 1 日 道 環 第 77 号 ) 






































この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 23 年 8 月 1 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 














適用 する も の と する 。 




















附 則 (平成 24 年 7 月 2 
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日 道 環 第 114 号 ) 


















































この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 24 年 7 月 27 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 





適用 する も の と する 。 





附 則 (平成 25 年 8 月 7 日 道 環 第 124 号 ) 



































この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 25 年 8 月 7 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 














適用 する も の と する 。 





附 則 (平成 26 年 8 月 7 日 道 環 第 126 号 ) 









































この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 26 年 8 月 7 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 














適用 する も の と する 。 





附 則 (平成 27 年 8 月 20 日 道 環 第 118 号 ) 




















この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 
適用 する も の と する 。 

















附 則 (平成 28 年 8 月 31 日 道 環 第 164 号 ) 












































成 27 年 8 月 20 日 以降 に 行う 道路 除 排 害 業務 か ら 





























この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 28 年 8 月 31 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 








適用 する も の と する 。 














附 則 (平成 29 年 9 月 5 日 道 環 第 130 号 ) 






































この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 29 年 9 月 5 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 














適用 する も の と する 。 

















附 則 (平成 30 年 9 月 6 日 道 環 第 233 号 ) 






































この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 平 成 30 年 9 月 6 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 

















適用 する も の と する 。 


























トー 





附 則 ( 令 和 元 年 8 月 21 日 道 環 第 105 号 ) 
この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 令 和 元 年 8 月 21 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 
適用 する も の と する 。 
附 則 ( 令 和 2 年 8 月 20 日 道 環 第 158 号 ) 
この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 令 和 2 年 8 月 20 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 
適用 する も の と する 。 
附 則 ( 令 和 3 年 8 月 30 日 道 環 第 220 号 ) 
この 要綱 に よる 特定 共同 企業 体 の 結成 は 、 令 和 3 年 8 月 30 日 以降 に 行う 道路 除 排 雪 業 務 か ら 


適用 する も の と する 。 
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雪 業 務 特 定 共同 企業 体協 定 書 ( 案 ) 












































































































































(目的 ) 

第 1 条 当 企業 体 は 、 岩 手 県 道路 除 排 雪 業務 (以下 「 業 務 」 と いう 。) を 共同 遂行 する こと を 
的 と する 。 
(名 称 ) 

第 2 条 当 企業 体 は 、 〇 〇 特定 共同 企業 体 と 称す る 。 
(事務 所 の 所 在 地 ) 

第 3 条 当 企業 体 の 事務 所 は 、 番地 に 置く 。 
(成立 の 時 期 及 び 解 散 の 時 期 ) 

第 4 条 当 企 業 体 は 、 令 和 年 月 日 に 成立 し 、 業 務 の 委託 契約 の 履行 後 3 か 月 を 経過 する 














まで の 間 は 、 解 散 す る こと が で き な い 。 
2 業務 を 受注 する こと が で き な か っ た と き は 、 当 企業 体 は 、 前 項 の 規定 に か か わら ず 、 業 務 
に 係る 委託 契約 が 締結 され た 日 に 解散 する も の と する 。 

(構成 員 ) 
第 5 条 当 企業 体 の 構成 員 は 、 次 の と お り と する 。 
所 在 
商 















































貴 中 芋 








才 融 前 
貴 mm 謀 











避 
貴 dh 芋 





(代表 者 の 名 称 ) 
第 6 条 当 企 業 体 は 、 を 代表 者 と する 。 
(代表 者 の 権限 ) 
第 7 条 当 企 業 体 の 代表 者 は 、 業 務 の 実施 に 関し 、 当 企業 体 を 代表 し て 、 岩 手 県 と 折衝 する 権 
限 及 び 自 己 の 名 義 を も っ て 、 人 入札 書 及 び 見 積 内 訳 明 細 書 の 提出 、 受 注 代金 (部 分 払い 金 を 含 
む 。) の 請求 及び 受領 並び に 当該 団体 に 属す る 財産 を 管理 する 権限 を 有する も の と する 。 
(構成 員 の 出資 比率 ) 
第 8 条 各 構 成員 の 出資 比率 は 、 次 の と お り と し 、 業 務 に 係る 岩手 県 と の 契約 内 容 に 変更 又は 
増減 が あっ て も 、 構 成員 の 出資 比率 は 変わ ら な いも の と する 。 
OO 株 式 会 社 % 
OO 株 式 会 社 % 
OO 株 式 会 社 % 























































































































































































































2 人 金銭 以外 の 出資 に つい て は 、 時 価 を 参 し ゃ く の 上 、 構 成員 が 協議 し て 評価 する も の と する 。 
(運営 委員 会 

第 9 条 当 企 業 体 は 、 構 成員 全員 を も っ て 運営 委員 会 を 設け 、 業 務 の 遂行 に 当たる も の と する 。 
(構成 員 の 責任 ) 

第 10 条 各 構 成員 は 、 業 務 の 委託 契約 の 履行 に 関し 、 連 帯 し て 責任 を 負う も の と する 。 











(取引 金融 機関 ) 
























































































































































第 11 条 当 企業 体 の 取引 金融 機関 は 、 と し 、 代 表 者 の 名 義 に より 設け 
られ た 別 口 預金 口座 に よっ て 取引 する も の と する 。 
(決算 ) 

第 12 条 当 企業 体 は 、 業 務 の 完了 時 に 決算 する も の と する 。 
(利益 の 配当 比率 ) 

第 13 条 決算 の 結果 、 利 益 を 生じ た 場合 に は 、 第 8 条 に 規定 する 出資 比率 に より 構成 員 に 利益 
を 配当 する も の と する 。 
(欠損 金 の 負担 の 割合 ) 

第 14 条 決算 の 結果 、 欠 損金 が 生じ た 場合 に は 、 第 8 条 に 規定 する 出資 比率 に より 構成 員 が 欠 
員 金 を 負担 する も の と する 。 





(権利 義務 の 譲渡 の 制限 ) 







































































































































































第 15 条 本 協定 書 に 基づく 権利 義務 は 、 他 人 に 譲渡 する こと が で き な い 。 
(業務 期間 途中 に お ける 構成 員 の 脱退 に 対す る 措置 ) 

第 16 条 構成 員 は 、 岩 手 県 及び 構成 員 全 員 の 承認 が な けれ ば 、 当 企業 体 が 業務 を 完了 する 日 ま 
で は 脱退 する こと が で き な い 。 

2 構成 員 の うち 業務 期間 途中 に お いて 脱退 し た も の (以下 「 脱 退 構 成員 」 と いう 。) が ある 場 
合 に お いて は 、 残 存 構成 員 が 連帯 し て 業務 を 完了 する 。 

3 脱退 構成 員 が ある と き は 、 残 存 構成 員 の 出資 比率 は 、 脱 退 構成 員 が 脱退 前 に 有 し て いた 出 





率 と する 





4 脱退 構成 員 へ の 出資 金 の 返還 は 、 決 算 の 際 に 行う も の と する 。 た だ し 、 決 算 の 結果 、 欠 
金 を 生じ た 場合 に は 、 胸 退 構 成員 の 出資 金 か ら 腕 ュ 





資 比率 を 残存 構成 員 の 出資 比率 に より 分 割 し 、 


































































































(業務 期間 途 
第 17 条 構成 員 の うち いずれ か が 業務 期間 途 
項 か ら 第 5 項 ま で の 規定 を 準用 
(解散 後 の か し 担保 責任 ) 


第 18 条 当 企業 体 が 解散 し た 後に お いて も 、 業 務 に つき か し が あっ た と き は 、 各 構成 



































EE し た 場 
に お ける 構成 員 の 破産 又は 解 





と っ 
口 


に は 、 脱 : 














これ を 第 8 条 に 規定 する 出資 比率 に 加え た 比 











= 























っ 





衣 構 成員 が 脱退 し な か っ た と し た 場合 に 負 





担 すべ き 金 額 を 控除 し た 金額 を 返還 する も の と する 。 


5 決算 の 結果 、 利 益 を 34 共 構 成員 に は 利益 金 の 配当 は 行わ な い 。 





























する も の と する 。 


し て その 責 に 任 ず る も の と する 。 








(協定 書 に 定め な い 事 項 ) 


























第 19 条 


ーー 
ュー 








テー 
RE 


の 協定 書 ( 





散 に 対す る 措置 ) 
に お いて 破産 又は 解散 し た 場合 に は 、 


前 条 第 2 
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皿 


と 


は 連帯 





め の な い 事 項 に つい て は 、 運 営 委員 会 に お いて 定め る も の と する 。 





OO 株 式 会 社外 





も の と する 。 
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日 
地 
号 
地 
所 在 地 
号 
者 
地 
号 
地 














者 は 、 上 記 の と お り 
た の で 、 そ の 証拠 と し て この 協定 書 











通 を 作成 し 、 各 通 に 構成 員 が 記名 














捧 印 し 、 各 自 所持 す る 




















